
一般会計 【様式第1号】

（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 20,946,951   固定負債 5,649,394

    有形固定資産 19,783,999     地方債 5,147,549

      事業用資産 6,494,177     長期未払金 -

        土地 3,130,774     退職手当引当金 501,250

        立木竹 177,206     損失補償等引当金 -

        建物 9,915,186     その他 595

        建物減価償却累計額 -6,907,187   流動負債 564,611

        工作物 620,036     １年内償還予定地方債 477,826

        工作物減価償却累計額 -490,563     未払金 -

        船舶 713     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -119     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 64,683

        航空機 -     預り金 20,321

        航空機減価償却累計額 -     その他 1,781

        その他 - 負債合計 6,214,005

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 48,131   固定資産等形成分 21,637,789

      インフラ資産 13,133,843   余剰分（不足分） -6,025,732

        土地 2,353,004

        建物 47,896

        建物減価償却累計額 -47,896

        工作物 27,806,902

        工作物減価償却累計額 -17,060,644

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 34,580

      物品 821,956

      物品減価償却累計額 -665,976

    無形固定資産 10,397

      ソフトウェア 10,397

      その他 -

    投資その他の資産 1,152,555

      投資及び出資金 140,555

        有価証券 435

        出資金 -

        その他 140,120

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 49,294

      長期貸付金 25,880

      基金 952,258

        減債基金 -

        その他 952,258

      その他 -

      徴収不能引当金 -15,432

  流動資産 879,111

    現金預金 178,017

    未収金 9,270

    短期貸付金 -

    基金 690,838

      財政調整基金 451,617

      減債基金 239,221

    棚卸資産 987

    その他 -

    徴収不能引当金 - 純資産合計 15,612,057

資産合計 21,826,062 負債及び純資産合計 21,826,062

貸借対照表
（平成31年3月31日現在）



一般会計 【様式第2号】

（単位：千円）

    その他 -

純行政コスト 5,823,406

    その他 -

  臨時利益 -

    資産売却益 -

    資産除売却損 -

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 5,823,406

  臨時損失 -

    災害復旧事業費 -

  経常収益 126,292

    使用料及び手数料 60,323

    その他 65,969

      社会保障給付 911,945

      他会計への繰出金 1,337,077

      その他 4,526

        その他 6,917

    移転費用 2,934,987

      補助金等 681,439

      その他の業務費用 40,386

        支払利息 35,869

        徴収不能引当金繰入額 -2,400

        維持補修費 79,514

        減価償却費 858,195

        その他 12,807

        その他 60,991

      物件費等 2,177,672

        物件費 1,227,156

        職員給与費 743,792

        賞与等引当金繰入額 6,543

        退職手当引当金繰入額 -17,673

  経常費用 5,949,698

    業務費用 3,014,711

      人件費 796,653

行政コスト計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額



一般会計 【様式第3号】

（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 15,762,509 21,555,785 -5,793,275

  純行政コスト（△） -5,823,406 -5,823,406

  財源 5,672,955 5,672,955

    税収等 4,376,446 4,376,446

    国県等補助金 1,296,510 1,296,510

  本年度差額 -150,451 -150,451

  固定資産等の変動（内部変動） 82,006 -82,006

    有形固定資産等の増加 814,007 -814,007

    有形固定資産等の減少 -858,195 858,195

    貸付金・基金等の増加 144,416 -144,416

    貸付金・基金等の減少 -18,223 18,223

  資産評価差額 -2 -2

  無償所管換等

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -150,453 82,004 -232,457

本年度末純資産残高 15,612,057 21,637,789 -6,025,732

純資産変動計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日



一般会計 【様式第4号】

（単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 18,135

本年度歳計外現金増減額 2,186

本年度末歳計外現金残高 20,322

本年度末現金預金残高 178,017

    その他の収入 -

財務活動収支 164,500

本年度資金収支額 -79,442

前年度末資金残高 237,137

本年度末資金残高 157,695

  財務活動支出 521,800

    地方債償還支出 521,800

    その他の支出 -

  財務活動収入 686,300

    地方債発行収入 686,300

    貸付金元金回収収入 18,250

    資産売却収入 -

    その他の収入 -

投資活動収支 -939,986

【財務活動収支】

    貸付金支出 20,500

    その他の支出 -

  投資活動収入 30,207

    国県等補助金収入 -

    基金取崩収入 11,957

【投資活動収支】

  投資活動支出 970,193

    公共施設等整備費支出 797,774

    基金積立金支出 151,319

    投資及び出資金支出 600

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 696,043

  業務収入 5,803,215

    税収等収入 4,380,414

    国県等補助金収入 1,296,510

    使用料及び手数料収入 60,323

    その他の収入 65,969

    移転費用支出 2,935,005

      補助金等支出 681,439

      社会保障給付支出 911,945

      他会計への繰出支出 1,337,095

      その他の支出 4,527

    業務費用支出 2,172,167

      人件費支出 804,783

      物件費等支出 1,324,881

      支払利息支出 35,869

      その他の支出 6,634

資金収支計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 5,107,172
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一般会計

１　重要な会計方針

(1)　有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法
　①　有形固定資産………………………………取得原価
　　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　　ア　昭和59年度以前に取得したもの………再調達原価
　　　　ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。
　　イ　昭和60年度以後に取得したもの
　　　取得原価が判明しているもの……………取得原価
　　　取得原価が不明なもの……………………再調達原価
　　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。
　②　無形固定資産………………………………取得原価
　　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　　　取得原価が判明しているもの……………取得原価
　　　取得原価が不明なもの……………………再調達原価

(2)　有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
　①　満期保有目的有価証券……………………償却原価法（定額法）
　②　満期保有目的以外の有価証券
　　ア　市場価格のあるもの……………………会計年度末における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定）
　　イ　市場価格のないもの……………………取得原価（又は償却原価法（定額法））
　③　出資金
　　ア　市場価格のあるもの……………………会計年度末における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定）
　　イ　市場価格のないもの……………………出資金額
        但し、出資先の財政状態の悪化により出資金の価額が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしております。
　　　　なお、出資金の価値の低下割合が３０％以上である場合には、「著しく低下したとき」に該当するものとしております。
　　　　むつ湾フェリー株式（出資額１０万円）の価値が５７．０％に低下しておりますが、金額僅少につき経過観察するものとしております。

(3)　棚卸資産の評価基準及び評価方法
　個別法による低価法

(4)　有形固定資産等の減価償却の方法
　①　有形固定資産（リース資産を除きます。）…定額法
　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　　建物　　　６年～５０年
　　　　　工作物　１０年～６０年
　　　　　物品　　　２年～２０年
　②　無形固定資産（リース資産を除きます。）…定額法
　　　（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）
　③　リース資産
　　ア　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　………自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
　　イ　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　………リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

(5)　引当金の計上基準及び算定方法
　①　投資損失引当金
　　　市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額が著しく低下した場合における実質価額と
　　　取得価額との差額を計上しています。
　②　徴収不能引当金
　　　未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。
　　　長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。
　　　長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。
　③　退職手当引当金
　　　期末自己都合要支給額を計上しています。
　④　損失補償等引当金
　　　履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた
　　　将来負担額を計上しています。
　⑤　賞与等引当金
　　　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する
　　　部分を計上しています。

(6)　リース取引の処理方法
　①　ファイナンス・リース取引
　　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　②　オペレーティング・リース取引
　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(7)　資金収支計算書における資金の範囲
　　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（平内町資金管理方針において、歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいます。）
　　なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。　

(8)　その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
　①　物品及びソフトウェアの計上基準
　　　物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以上の場合に資産として計上しています。
　　　ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。
　②　資本的支出と修繕費の区分基準
　　　資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるとき、又は固定資産の取得価額等のおおむね30％未満相当額以下
　　　であるときに修繕費として処理しています。

注　記
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２　重要な会計方針の変更等
　   重要な会計方針の変更はありません。

３　重要な後発事象
　   該当する事象はありません。

４　偶発債務
　   該当する事象はありません。

５　追加情報

(1)　財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項
　①　一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。
　　　　一般会計
　②　地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数を
　　　もって会計年度末の計数としています。
　③　地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。
　　　実質赤字比率　　　－％(現在は黒字であります)
　④　売却可能資産は次のとおりです。
　　　　土地　４８，５２７千円（売却予定価格）

(2)　純資産変動計算書に係る事項
　純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容
　①　固定資産等形成分
　　　固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。
　②　余剰分（不足分）
　　　純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています

(3)　資金収支計算書に係る事項
　純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容
　①　基礎的財政収支
　　　業務活動収支（支払利息支出は除く）　     731,912千円
           投資活動収支                      △939,985千円
           基礎的財政収支　                  △208,073千円

　②　資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳
　　　資金収支計算書
　　　　業務活動収支　　　　　　　　　  　696,043千円
　　　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　　　　投資活動収入の国県等補助金収入        　0千円
　　　　減価償却費　　　　　　　　　　　△858,194千円
　　　　賞与等引当金繰入額（増減額）　    　6,543千円
　　　　退職手当引当金繰入額（増減額）　 △14,673千円
　　　　徴収不能引当金繰入額（増減額）　  △2,400千円
　　　　未収債権、未払債務等の増加（減少） 22,231千円
　　　　純資産変動計算書の本年度差額　　△150,450千円
　　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　③　重要な非資金取引

　　　該当する事項はありません。
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